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　明けましておめでとうございます。
　本年が、県民の皆様にとってすばらしい飛躍の
年となりますよう、心からお祈りいたします。
　昨年の10月4日から1ヵ月間にわたり開催された

「第29回国民文化祭・あきた2014」は、県内外か
ら多くの方々が訪れ、成功裏に終了いたしました。
このような本県の魅力の発信は、一過性のものと
することなく、本県の文化や観光など、多様な分野
の振興に活かしていかなければなりません。
　もとより、人口減少、米価の下落や依然として
不透明なTPP交渉、企業の活性化や雇用促進な
ど、対策が急がれる課題は山積しております。
　本年は、県議会議員の改選の年でもあります
が、私ども県議会といたしましては、今年度から
実施している県民との意見交換会などを通じ、皆
様の声に真摯に耳を傾けながら、ふるさと秋田の
発展に向け、諸課題克服のための活発な議論を
行ってまいります。
　どうか、県議会に対する皆様の更なるご理解、
ご協力を賜りますようお願い申し上げ、新年のご
あいさつといたします。

主　な　内　容

❷〜❼	 一般質問
❽〜�	 委員会審査から
�	 第三セクター等の経営に関する
	 調査特別委員会
�	 	あなたの街で県議会、第14回都

道府県議会議員研究交流大会、
	 永年勤続功労者表彰状伝達式、
	 決算特別委員会
�	 12月議会レポート、表決状況

犬っこまつり（湯沢市）
米の粉で作った子犬を盗難よけと
して、家々の戸口などに飾る民俗
行事です。お堂の前には雪で作ら
れた犬っこが立っており、夕暮れ
になると雪のお堂にローソクが灯
り、メルヘンの世界へ誘われます。
毎年2月第2土曜日とその翌日に
行われます。



地方創生について
－地方版総合戦略について－
「まち・ひと・しごと創生法」の成立を受け、
地方自治体には、地方版の人口ビジョン
と総合戦略を策定することが求められて

いる。本県においても県版総合戦略を策定
するとのことだが、その内容について、現段
階での考えを伺う。また、県全体の地方創生
を進める上で、市町村に対しても取組を積
極的に進めるよう促し、必要に応じ、指導・
助言すべきと思うがどうか。

「地方版総合戦略」については、来年度
早期に策定できるよう準備を進めており、
人口減少を克服するための効果的な施

策を盛り込んでいきたい。なお、本戦略は、
地域ごとの細かな課題を県レベルで広域的
に捉えようとするものであることから、施策・
事業についても整合性を保つなど、市町村
と一体になって創り上げていきたい。

地域における共助組織への
支援について

県は今年度から地域における共助組織の
立ち上げ支援に取り組んでいるが、組織
の設立、育成から自立までを県の施策と

して明確にし、支援していくべきである。組
織の立ち上げだけを一時的に支援するので

地方創生について
地方の真の再生と自立は、地方のことは地
方で決め、その責任も取っていく仕組み
と、それを可能とする権限と財源が担保さ

れる枠組みなくしては実現しない。今回の地
方創生は、その実現に向けた大きなチャンス
と捉え、オール秋田の総力を挙げて取り組む
必要があると考えるが、今後の戦略を伺う。

地方創生の実現に向け、国が行うべき抜
本的な政策の推進について、あらゆる機
会を捉え、国に要望するとともに、全国

知事会などと連携しながら、強く働きかけて
いく。県としても、「高質な田舎」の実現を
目指し、県民と議論を重ねながら、オール
秋田で取り組んでいく。

県外進学者の県内就職促進に
ついて

県外への進学者と秋田を何らかの形でつ
なぎとめ、県外のどこにいてもふるさと秋
田に心を寄せるような対策、また、県内へ

の就職活動に対する支援策などをこれまで
以上に打ち出し、県内企業の優秀な人材確
保を図っていくべきである。県外進学者の県
内就職促進に向け、関係機関との連携を強
めながら、対策を推進する必要があると思う
がどうか。

はなく、取組を普及・拡大していくための継
続的なサポートが必要と思う。今後どのよう
に進めていくのか。

県では、生活弱者等を地域全体で支える
体制づくりを促進するため、共助組織の掘
り起こしや立ち上げ支援などを中間支援

NPOに委託したほか、組織設立時の財政的
な支援を行っている。共助組織の担い手は高
齢者が多く、作業の効率化や新たな担い手の
確保など、多くの課題があることから、効果的
な支援のあり方について研究していく。

農業政策について
－ほ場整備の推進について－

ほ場整備により農業生産の基盤を整備す
ることは、農業経営の複合化を進める上
でも、耕作放棄の拡大を防止する上でも

有効な手段である。県では、これまでもほ場
整備に積極的に取り組んできているが、生
産現場では更なる取組の推進を求める声が
ある。今後どのような方針で進めていくのか
考えを伺う。

ほ場整備事業は、農政改革対応プランに
おいても重点施策の1つとして掲げてい
る。また、農政改革や米価の低迷など厳

しい農業情勢の下で、ほ場整備を求める現
場の声が高まっていることから、国に対し、
予算措置を強く要望している。今後とも、予
算確保に努め、現場のニーズに的確に対
応した事業推進を図っていく。

新たに秋田県就活情報サイト「こっちゃ
け」を開設するなど、学生向け情報発信の
強化に努めており、今後は、より多くの学

生に確実に県内就職に関する情報が届くよ
う、関係機関と連携し、より積極的に取り組
んでいく。また、多様な産業の振興や地域に
根ざした中小企業に対する支援を通して、若
者に魅力ある雇用の場の創出に努めていく。

十和田八幡平地域の広域観光に
ついて

小坂町で開催された全国産業観光フォー
ラムに参加し、これからの観光振興は一
地域だけでは難しいと考えさせられると

ともに、鹿角・小坂、大館等の近代化産業遺
産の価値を再認識した。十和田八幡平地域
の広域観光について、周辺地域との連携を
強化しながら、従来型の「見る観光」から「体
験する観光」へと変えていく努力が必要と考
える。県内のみならず、隣県とも連携して取
り組んでいく必要があると思うがどうか。

鹿角市や小坂町の歴史・文化や産業遺
産等を活用した体験型観光に、県境を越
えた周辺エリアの観光資源を連動させる

ことにより、新しい形の広域観光ルート形
成につながると考える。県としては、集客に
結びつく地域の取組や新たな観光コンテン
ツを最大限生かしながら、ソーシャルメディ
ア等を通じた情報発信や、近隣県との情報
交流を積極的に進め、観光客の広域的な
流動を促進していく。
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人口減少問題について
1 地方創生と人口減少対策について

県が行った平成27年度政府予算等の要望
の中で、地方創生のための支援充実を求
めているが、その具体的な実現に向け、ど

のように取り組むのか。また、人口問題対策
プロジェクトチームによる人口減少問題に
ついての分析、検証の集約状況と今後の対
策について伺う。

県としては、国の基本的政策の展開を求
めつつも、県独自の取組を進め、地方創生
の実現を目指していく。また、人口減少問

題については、現在、減少要因の分析・検証
等を行っており、年度内に「秋田の人口問題
レポート（仮称）」として取りまとめる。

2 農学部誘致と農業科学館の有効活用について
平成26年2月議会において、東京農大の
農学部誘致を提案した。担当部門が学外
実習等の実施状況等を調査してきたとの

ことだが、感触と今後の対応を伺う。また、
農業科学館をリニューアルし、交流人口の拡
大、将来の農学部誘致につなげていくことに
取り組んではどうか。

条件さえ整えば、本県での学外実習実現
の可能性はあると考える。そのためには、

脳血管研究センターの
建物の整備について

脳血管研究センターにおいて、脳卒中と
心筋梗塞を合併する治療困難な急性期患
者に対応できる体制の整備を速やかに実

現すべきである。しかし、同センターの建物
は、既に築31年が経過しており、老朽化が
だいぶ進んでいる。この機会に中長期的視
点に立って、建替えすることも1つの選択肢
と思うが、建物の整備をどのように進めてい
くのか現時点での方針を伺う。

脳血管研究センターの循環器部門の機
能拡充に当たり、施設等の整備手法の
詳細を検討しているところだが、基本的

には増築により整備する方針である。増築
に当たっては、循環器部門の病棟に加え、
脳・循環器疾患の一体的な管理・治療を
行う手術室、集中治療室の配置換えなど、
両疾患の包括的な医療提供体制の全体像
を見据えた整備を計画している。

秋田市中心市街地への
運転免許センター移転について

中通一丁目地区市街地再開発について
は、県都のまちづくりとの観点から、県と
しても全庁的な取組を行ってきた経緯が

あり、これまでの施策の効果を上げるために

地域資源を活かした特色ある実習プログラ
ムに加え、農業以外の体験メニューなど、秋
田ならではの魅力が必要と考える。市町村
の意向や大学側の要望について積極的に
調整を図り、学外実習の実現に向けて取り
組んでいく。また、農業科学館については、
展示内容の工夫等魅力アップに努めている
が、今のところ大規模なリニューアルは考え
ていない。県境を越えた交流人口の拡大が
期待できる立地条件であることから、今後、
より効果的な活用方法が考えられるときに
は、フレキシブルに対応していく。

安全・安心な社会の構築について
－特殊詐欺防止対策について－

振込詐欺被害の防止を呼びかけるCDを自
主制作したという北秋田警察署の活動が
話題を呼んでいる。この活動をぜひ全県に

広めてはどうか。また、NTTとの連携により、
一人暮らしの高齢者に対し、通話相手を限定
できるシステムの導入を検討してはどうか。

各警察署で創意工夫を凝らした広報啓
発活動を行っており、効果が高いと認め
られた対策については、生活環境部にも

提供し、県内全域の被害防止に配意してい
く。また、電話による被害の防止について
は、留守番電話機能や非通知電話の着信
拒否サービスなどの利活用が有効と考えて
おり、高齢者や家族に対し、その周知に努
めるとともに、市町村や関係機関と連携し
て、被害防止に取り組んでいく。

も、運転免許センターの機能を移転すべきと
主張してきた。秋田駅前にセンターの機能を
移転・分散することで、相当数の人の流れを
創出できると思うがどうか。

他県では中心市街地に運転免許センター
のサブセンターを設置し、更新業務等を
実施している例がある。現在のセンター

に機能を残しつつ、優良運転者の更新手続
の機能等を中心市街地に増設し、どちらで
も手続が可能になれば、人の集まりと更新
者の利便性が図られることになるため、検
討の余地があると考える。関係当局とも協
議しながら進めていく必要があると認識し
ている。

住宅リフォーム事業について
県の住宅リフォーム緊急支援事業は、厳し
い経済情勢の中、事業継続は高く評価され
ている。人口減少対策の1つとして、子供を

産み育てる世代や県外からの定住者の住宅
環境整備、空き家解消対策など、経済活性化
を図りつつ、時代の要請に応える事業として
更に進化させていくことが必要ではないか。

現状のまま長期にわたり本事業を継続す
ることについては、検討を要する時期に
来ていると考える。一方で、人口問題対

策の視点からは、子育て世代や県外からの
移住者等の住環境整備などの要請も大きく
なってきており、今後は、これらの施策への
財源配分も含め、多面的に検討していく。
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コメ対策と複合型生産構造への
転換について

国の農政改革を受けた秋田県農業の再構
築について、コメ依存からの脱却を目指
すとのことだが、本県基幹作物であるコメ

の生産・販売対策についての考えを伺う。ま
た、複合型生産構造への転換を進めるため、
ハード・ソフト両面から更に強く政策を展開
してもらいたいがどうか。

本県農業の持続的な発展を図るために
は、米を基軸としながらも野菜や畜産な
ど戦略作目を拡大し、収益性の高い複合

型の生産構造に転換する必要がある。米に
ついては、地域間競争の激化を見据え、全
国有数の米産県としての生産体制を確保
し、秋田米ブランドの再構築を図っていく。
また、複合型生産構造への転換について
は、指導力の強化による生産振興と併せ、
販売対策を一体的に実施し、本県農業の発
展に結びつけていく。

脳血管研究センターの整備について
脳血管研究センターと成人病医療セン
ターの機能統合による施設のあり方につ
いては、具体的な今後の事業計画が明ら

かになっていない段階にあるが、成人病医
療センターの一部を使用しての業務開始と

大阪アンテナショップについて
平成16年から本県の観光・物産の情報発
信を行ってきた大阪アンテナショップだ
が、近年は売上高が減少傾向にある。国内

外に打って出て、秋田を売り込むことは必要
だが、大阪圏に拠点を持つ必要性は何か。売
上高の減少要因とその分析についても伺う。

売上高減少の要因は、梅田地区の再開発
等による急激な商圏の変化に加え、嗜好
に合った売れ筋商品の不足等によると分

析しており、こうした環境の変化を踏まえ、
現店舗は今年度をもって営業を終了するこ
ととしている。県としては、大阪にリアル店
舗を設けることにこだわらず、費用対効果も
考慮しながら、今後のあり方を検討していく。

県立図書館における
ビジネス支援について

県立図書館では、地域課題の解決支援の1
つとして、ビジネス支援コーナーを設置し
ている。更にビジネスセミナーの開催や、雑

誌スポンサー制度等を創設し、情報交換や企
業間のマッチング、商品開発支援まで行ってい
る。これまでの成果と今後の取組方針を伺う。

県民にとって身近で役立つ図書館を目
指す取組の1つとして、全国に先駆けて

思われる。しかし、両施設とも建築後相当の
年数が経過していることから、脳血管研究セ
ンターそのものを全面的に改築すべきと考
えるがどうか。

脳血管研究センターは、国の定める耐震
基準を満たしており、躯

く
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た い

も今後長期間
使用可能なことから、増築と既存部分の

改修、設備更新などにより対応することが
適当と考える。増築に当たっては、脳と循
環器疾患の包括的な医療が可能となるよう
整備を進めたい。

高等学校の統合等再編整備について
本県では、少子化による生徒数の減少から、
学校規模の適正化と望ましい配置につい
て、鋭意検討が進められているが、再編整

備の基本方針について伺う。また、小規模校
であっても、小・中学校のように教育力の強
化を図るため努力してもらいたいがどうか。

高等学校等の統合等については、1学年2
学級規模以下の学校において、定員に満
たない状況があってもすぐには学級減や

募集停止等をせず、「入学者数が募集定員
の3分の2以下の状態が2年間続いた場合」
に再編を行うことを基本的な方針の1つにし
ている。また、学校間連携を積極的に推進す
ることで、小規模校における教育力を高めて
いく。小規模校の良さや課題を踏まえた上
で、地域の中学生への影響や社会の変化等
を考慮しながら、再編整備に取り組んでいく。

ビジネス支援に取り組んできた結果、サク
ランボやリンゴジュースのブランド化を
図ったり、もみ殻を活用した建築資材の開
発に成功したりする事例が生まれている。
今後も、企業のニーズに迅速かつ適切に対
応できるよう、ビジネス支援の更なる充実
に努めるとともに、市町村立図書館に対し
ても、同様の取組が行われるよう働きかけ
ていく。

農業県秋田の知事としての思い
について

日本は「豊
と よ あ し は ら み ず ほ の く に

葦原瑞穂国」と言われ、まさに
米の国である。古代日本の為

い

政
せ い し ゃ

者は、農
民を大

お お

御
み

宝
たから

と呼び、大切にしてきた。「米」
の語源は「込める」だという。私たちの先祖
は、米に命を込め、祈りを込めてきた。大御
宝の皆さんに対する農業県秋田の知事とし
ての思いを伺う。

皇居での新
に い な め さ い

嘗祭の折り、県産米をお届け
し、天皇皇后両陛下から励ましのお言葉
をいただいた。秋田は秋の田と書くよう

に、米とは切っても切れない農業県である。
将来的に米作のウェイトが低くなるかもしれ
ないが、この秋田から水田がなくなることは
ないと思う。また、秋田の全ては、米作との
関係の中で形成されていくと思う。他の産
業も大切ではあるが、農業については、秋
田の原点として、県も農家の皆さんと難儀
しながらも一緒に取り組んでいく所存であ
り、共に歩んでもらうことをお願いしたい。
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 議員

（自由民主党・大仙市仙北郡）
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一郎 議員

（新みらい・湯沢市雄勝郡）
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若者の農業参画について
地方創生の取組に「若者の地方移住の促
進」があるが、本県の場合、若者の受け皿
として大事なのは農業である。県では、農

地中間管理機構を活用しながら農業の大規
模生産を推進するとともに、複合型生産によ
る強い担い手づくり、付加価値を向上させる
6次産業化の促進等に力を入れている。多く
の若者がビジョンを抱いて農業に参画できる
よう積極的に支援してもらいたいがどうか。

将来を担う若者たちに、農業を魅力ある
職業と感じてもらうためには、収益性の
高い農業を実現していくことが重要であ

り、経営の規模拡大や複合化、多角化等へ
の取組を支援している。さらに、グローバ
ル化が進展する中で、広い視野を身に付け
ていくことが必要であり、海外への派遣研
修を実施することとしている。こうした取組
を通じ、若者が経営感覚を磨き、農業にビ
ジョンを持って活躍できる環境整備に最大
限努めていく。

高齢者福祉の取組について
今までの高齢者福祉は介護が強調されて
いたが、健康な人も共に生活の場として受
け入れていく取組が重要である。高齢化率

全国一の本県は、こうした対策を積極的に推

飼料用米について
今後、飼料用米の確実な需要が見込める
か、農業者は生産転換の判断に不安や迷い
を抱いている。全農では、平成27年産飼料

用米の買
か い と り

取目標を現在の3倍の60万トンにす
るとのことだが、この方針についての考えを
伺う。また、飼料用米の保管料、輸送費等の
流通経費にどのように対応するのか伺う。

全農では、生産目標を大幅に増加させる
とともに、流通販売等の経費を全国で一
元管理する新たな全量買取方式を採用す

る意向を表明している。こうした取組に参加
することは、本県の課題である遠隔地への
輸送費の軽減にもつながることから、実効あ
る取組を期待している。また、県としては、
流通コストの低減を図るため、県内の畜産
団地と結びついた地域内流通の拡大を推進
するほか、飼料用米専用の乾燥・保管施設
の整備に支援するなど、引き続き、農業者が
取り組みやすい環境づくりに努めていく。

林内路網整備の促進について
低コスト化林業を確立するためには、林内
路網密度の向上は欠かせない条件であ
る。国の「森林整備加速化・林業再生基金」

については、県内市町村議会においても県
議会と歩調を一にして、継続又はこれに代わ

進できる恵まれた環境にある。高齢者の受入
態勢を充実させ、高齢者福祉のモデル県とな
るよう取り組んでもらいたいがどうか。

県外からの高齢者の移住は、単に福祉
関連産業の活性化に止まらず、本県の可
能性を広げていく取組にもなると考える。

県では、「後期高齢者に対する医療保険の
住所地特例」について、国家戦略特区とし
て提案しているところであり、今後とも、県
外から本県に高齢者を受け入れるための
環境整備に努めていく。

キャリア教育の積極的な推進について
大館市で開催された2つのイベントには、
多くの小中高生が参加していた。キャリア
教育の実践の場として参加したとのことで

ある。キャリア教育によって子供たちが将来
の職業について考える機会を持つだけではな
く、地域のイベントに参加するようになったこ
とはすばらしいと思う。人口減少問題で苦し
む地域にとって、キャリア教育は大変有意義
であり、積極的に推進すべきと思うがどうか。

大館市の「ふるさとキャリア教育」は、地
域に根ざした良い実践例として、研修会
等で紹介している。人口減という大きな

課題を抱えている本県においては、次代の
秋田を支える子供たちを学校と地域社会が
一体となって育んでいくことが求められて
おり、今後とも地域に根ざしたキャリア教育
を一層推進していく。

る恒久的な支援制度の創設といった趣旨の
要望意見書を提出する動きが活発化してい
る。産業界からも大いに期待される路網整
備の推進についての考えを伺う。

国の補助事業を活用しながら、県や市町
村、関係団体が一体となって、林道や作業
道の整備促進に取り組んでいるところで

ある。また、加速化基金事業の継続について
は、関係省庁に直接要望を行った。県として
は、低コストな路網の整備等による効率的な
事業の推進に努めるとともに、関係予算の確
保について、引き続き国に強く要望していく。

特殊詐欺について
被害の未然防止には、官民一体となった
対策が第一であるが、詐欺犯罪の壊滅に
は、連携・協力では限界がある。この問題

は、本県に限定された問題ではないだけに、
国を挙げて多方面から立ち向かうシステム
を確立することが組織の壊滅につながると
思うが、見解を伺う。

被害防止のための取組を自治体、金融
機関、関係団体等と連携して、更に強力
に推進していくとともに、全国警察一体と

なって、特殊詐欺グループの壊滅に向けた
検挙を進めていく必要があると認識してい
る。検挙に向けた取組として、首都圏での
捜査を強化しているほか、関係都道府県警
察と情報を共有して、合同捜査等を推進す
ることとしている。
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中小企業支援の拡充について
県独自の緊急雇用対策は終了したが、本
県経済は緊急的状況を脱したと見ている
のか。原材料や燃料価格の高騰により打

撃を受けている中小企業に対し、販路拡大や
商品開発への支援など、売上げを伸ばせるよ
う、支援強化を図るべきと思うがどうか。

現在の県の経済情勢は、消費税増税や
急激な円安などにより、景気の先行きへ
の警戒感はあるものの、回復基調にある

ことから、危機的状況から脱し、新たな局面
を迎えていると認識している。今後とも、全
体の景況を注意深く見守りながら、中小企
業支援の一層の充実・強化に努めていく。

介護職員の待遇改善等について
県として人口流出に歯止めをかける努力
が必要であり、喫緊の課題は女性の流出
である。女性の就労比率の高い介護の現

場では、人材の首都圏流出が懸念されてい
る。県では、外国人介護人材の受入を掲げて
いるが、介護に従事する人たちが良好な労
働環境と安定的な所得を得て、秋田で暮ら
せるようにすることが最優先と考える。福祉
の充実だけではなく、人口減少対策の面か
らも、県独自に介護職の待遇改善や人材育
成に力を入れるべきと考えるがどうか。

教育期間中の結婚や出産を
許容する制度等について

堺屋太一氏の提言では、若いうちに結婚・
出産することが大事であり、特に、教育期
間中の結婚・出産を社会が許容する制度を

創るべきとしている。そして、一定の年齢以下
の若い両親に対する育児資金の貸与や大学や
専門学校への託児所の設置についても提案し
ている。こうした施策は、老老介護を変えてい
く役割もあると思うが、見解を伺う。

若いうちの結婚や出産が、自ずと第2子・
第3子の誕生へとつながっていくものと
考えており、こうした世代を支援すること

は、今後の重要な施策分野であると認識し
ている。現在、県では、人口問題対策プロ
ジェクトチームを設置し、中長期的な施策
の方向性を取りまとめているところであり、
思い切った対策を講じていきたい。

プライマリーバランス※について
平成25年度末の県債残高は、1兆2，834
億円で、その金利返済額は年155億円で
ある。膨大な借金のわりにプライマリー

バランスにおける黒字額が11億円と少なす
ぎる。県債残高は、後の世代が返済しなけれ
ばならない。いつ、県民の借金はなくなるの
か。県財政の今後の見通しについて伺う。

県では、介護職員を目指す学生への修
学資金の貸付や、職場環境の改善に向
けた社会保険労務士の派遣などを行っ

ている。人材確保については、若者や学生
に選ばれる業界への転換のほか、女性や中
高年齢者などの活用が必要との考えが国か
ら示されており、具体的な施策を、現在策
定中の「第6期介護保険事業支援計画」に
盛り込み、総合的な対策を進めていく。

エリア「なかいち」の現状について
135億円を投じた「なかいち」に関する政
治責任は重いと考える。賑わいの核とな
るはずの商業施設は、テナントの撤退が相

次いだが、当初計画と比較し、順調に推移し
ていると見ているのか。商業機能ではなく、
公共機能による賑わい創出こそが正しい活
性化と考えるが、今の状況が続けば、抜本的
な見直しも必要との立場に立つのか、考えを
伺う。

秋田市の取りまとめでは、交流人口や定
住人口は増加し、街なかに活気が戻りつ
つあるとしており、中心市街地の活性化

には一定の効果があったと考える。一方で、
商業の活性化は十分ではない状況にあると
しており、更なる活性化を進める必要があ
ると考える。なお、商業施設の活用につい
ては、リニューアルオープンの状況を注視
していきたい。

財政の中期見通しにおいては、国が示す
経済成長率を用いた上で、県税収入や
地方交付税については、人口減少の影

響を織り込むといった基本方針に加え、地
方財政対策の動向や、消費税率引上げの
先送りの影響など、諸般の情勢を十分に踏
まえて試算していく。今後も、公債費の負担
が財政運営の圧迫要因とならないよう、プ
ライマリーバランスに留意しつつ、県債発
行の抑制により、県債残高の縮減に努めて
いく。

洋上風力発電の今後について
洋上風力発電は、数千億円の事業規模に
なることから、地元企業の参入が本県の
発展に欠かせない要素になる。今後5年

から10年間でしっかり準備し、できる限り
秋田で生産し、地元で建設できるようにする
べきである。そのために、今、県では何をす
べきと考えているのか伺う。

沖合における洋上風力発電について、現
在、漁業などの海域の利用状況や、施工・
メンテナンス・風車製造等への県内事

業者の参入可能性、導入に伴う県内への
経済波及効果などに関する調査検討を進
めている。送電網整備を含めた洋上風力発
電の導入に当たっては、本県経済や雇用の
創出に最大限の効果をもたらすことが何よ
りも重要と考えており、県内事業者の参入
拡大に努めていく。
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地域公共交通システムの
再構築について

採算の取れなくなったバス路線の減少、撤
退により、地域交通の利便性が低下してい
る。地域公共交通の再構築は、活力ある地

域社会実現のために不可欠な要素であり、県
も積極的に加わって進めるべきと考える。商
業施設が送迎バスを試験的に運行する例も
あり、病院や金融機関、小・中・高校等も含め、
先進事例を作るべきと思うがどうか。

今後の人口減少等の進行を見据えると、
地域公共交通の維持確保は、ますます困
難になると考えられることから、これまで

の取組を検証し、地域ごとの実情に即した
取組を検討していく必要がある。現在、様々
な形態で公共交通が運行されているが、手
段の組合せも含め、今までにない思い切っ
た方法を検討していかなければならないと
考えている。

県営水力発電所について
16カ所の県営水力発電所の半数は、昭和
30年から40年代の設置だが、老朽化や
発電効率に問題はないか。最新の技術や

機器に更新した場合の発電量の増加見込み
と更新計画について伺う。

訪問介護・看護の体制づくりに
ついて

高齢者世帯に対し、保健師、看護師等が家
庭訪問し、高齢者の健康管理と適正な医
療を提供するなどの「定期巡回随時対応

型訪問介護・看護」の実施と、それを実施す
る人材の確保が急務と考えるが、どのように
体制づくりを進めていくのか。

この事業については、来年度の介護報
酬の改定において、サービスの利用拡
大に向け、利用者の負担軽減を図ること

が検討されている。県では、こうした動きを
踏まえ、市町村で策定中の次期介護保険事
業計画に、必要なサービス見込量を適切に
反映するよう助言している。また、事業実施
に必要な人材の確保についても、来年度か
ら使途が拡充される「地域医療介護総合確
保基金」を活用しながら、効果的な取組を
進めていく。

健康づくりと介護予防の
取組等について

地域の公民館やコミュニティセンターだけ
ではなく、身近な町内会館等を活用して、
地域の高齢者が集い、健康づくりと介護

予防ができる体制づくりを進める必要があ
る。県内のほとんどの市町村で実施されてい

公営企業中期経営計画に基づき、定期
的なオーバーホールや補修改良を実施
し、当初と変わらない発電効率を維持し

ており、近年の水車技術の革新もあり、数％
の発電出力の増加が可能である。今年度、
早口発電所の全面更新事業に着手したい
と考えており、その他の発電所については、
今後の収支計画や投資見通しの中で、全面
更新を検討していく。

秋田の資源の国際的な活用について
秋田県を石油、天然ガスなどの資源学の
実証研修の場として、世界から人を呼び込
めないか。また、秋田は、良質な田舎であ

り、日本の原風景や生活・文化を学ぶ格好の
フィールドであることを、国際教養大学を通
じ、世界に発信することも可能ではないか。
大学を通じた国際的な秋田の資源の活用に
ついて、検討を進めてもらいたいがどうか。

秋田大学国際資源学部の教育研究水準
は世界トップレベルにあり、本県が多様
な実習フィールドを有していることから

も、世界における資源学の実証研修の場に
なるものと考える。また、国際教養大学で
は、留学生が秋田の自然や文化に親しんで
いるほか、インターネットを利用した秋田の
民族文化等に関する講座を世界に配信す
ることとしており、情報発信が一層進むと考
える。大学のグローバル化が進展する中、
県内の大学と緊密に連携し、秋田の魅力を
世界に発信する取組を促進していく。

るが、その事業をなるべく多くの自治会等で
定期的に行う必要があると考える。取組の
現状と今後の展開についての考えを伺う。

県内では、すべての市町村において介
護予防教室が開催されている。介護予防
については、日常的に取り組むことが大

切であることから、できるだけ身近な施設で
開催されることが望ましいと考える。五城目
町では、町内の54集会所を健康づくり等の
拠点として活用する取組を進めており、今
後、こうした事例を他の市町村に紹介しな
がら、町内会館等の身近な施設の活用を働
きかけていく。

秋田版マイスター制度の創設に
ついて

人口減少が進む中、これまでの「自助・共助・
公助」に加え、住民間の信頼関係に基づく
ネットワークであり、目に見えない財産で

ある「互助」による社会づくりが不可欠と考
える。そこで、元気な高齢者が自身の技術や
特技等を地域で活かす秋田版「マイスター制
度」を創設する必要があると思うがどうか。

マイスター制度の取組を進めるに当たっ
ては、マイスターの認定・登録の要件や
活動の場づくりなど、制度を効果的に運

用するための仕組みづくりが必要である。
ボランティアやNPOなど関係者の意見を聞
きながら、元気な高齢者の社会参加を後押
しする新たな制度について研究していく。
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福祉環境委員会
Q特別養護老人ホームはこれまでも
計画的に整備されてきたが、入所待機
者の問題は解決されていない。待機者
の解消に向けた数値目標を計画的に盛
り込む必要があるのではないか。

A現在、市町村では、入所施設にお
いて新たに整備が必要な定員数などの
把握に努めるとともに、中期的な必要
サービス量の推計も踏まえ、介護保険
事業計画の策定作業を進めている。県
としては、今後、市町村計画を積み上
げ、地域において必要となるサービス
が適切に提供されるよう、全県的な視
点に立って介護保険事業支援計画を
策定していきたい。

Q近年、消費者トラブルが増加傾向
にあり、幅広い年代の人たちが被害に
遭っている状況である。時代や地域の
ニーズに即した計画を策定していく必要
があるのではないか。

A消費者トラブルが多様化・複雑化し
ていることから、小学生など早い段階か
らの消費者教育や、より実生活に即し
た消費者教育の必要性があるといった
意見が出されている。合理的な判断が
できる、自立した消費者の育成に向け、
関係機関等と連携し、計画を策定の上、
消費者教育を推進していきたい。

Q医療従事者の確保について、医師
確保とともに看護師確保も喫緊の課題
である。新たな看護師育成はもとより、
経験豊かな潜在看護師が職場復帰でき
るよう、ニーズ等を把握し、対応していく
必要があるのではないか。

A現在、修学資金の貸与や院内保育
所の整備など、様々な施策を通じて、
看護師確保対策に取り組んでいるが、
今後の看護ニーズに対応していくため
には、潜在看護師も含め、より一層、看
護師確保に努めていく必要がある。
　本年6月に看護師等人材確保促進
法が改正され、来年10月からは、看護
師が離職する場合、県のナースセン
ターへの届出が制度化されたことか
ら、これを活用し、就職の斡旋や復職
研修等の一体的な実施など、効果的か
つ総合的な支援を通じて、再就職につ
なげることができるよう、同センターの
機能充実に努めていきたい。

予算特別委員会福祉環境分科会

委 員 会　審 査 　から

予算特別委員会
Q秋田県消防防災ヘリコプターの現
有機体は、15年が経過し、近年は整備
に時間を要する傾向にあり、今後の運航
に支障をきたすおそれがあることから、機
体を更新するものであるが、新たな機体
で運用開始する予定の平成29年9月ま
での間の運航に支障はないのか。

A修理や点検整備回数が増加傾向に
あることや、現有機体の製造販売の終
了により部品調達が困難となるおそれ
があるといった問題を抱えているもの
の、耐空検査等の整備点検をしっかり
と行っており、予備部品の準備もあるこ
とから、当面の運航に支障はないと考
えている。

Q人口問題対策の方向性の内容は
多岐にわたっているが、他県でも同様の
取組が進められる中で、人口減少率が
全国最大である秋田県として、何に力を
入れていくのかを具体的に打ち出す必
要があるのではないか。

A今回示したものは、基本的な方向
性であり、やや抽象的な表現となって
いるが、今後、本県の良さや独自性を
踏まえ、国の動向も見据えながら、短期・
中長期の取組の仕分けをした上で、来
年度当初予算に向けて、できる限り具
体化していきたい。

Q県人会協働事業について、秋田県
人会北海道連合会との協働の取組によ
り運営している「あきた情報プラザ」に係
る賃貸借契約を継続するための債務負担
行為を設定するものであるが、県は、同
連合会のこれまでの取組をどのように評
価し、どのような役割を期待しているのか。
　また、県人会の会員からもふるさと納
税をしてもらえるようにPRしていく必要が
あるのではないか。

Aきりたんぽ会等のイベント、秋田の
教育に関する講演会の開催等の活動
により会員同士や会員と道民間の交流
の広がりが生まれている。今後も県人
会の人的ネットワークを活かし、行政で
は手の届かないところに対する様々な
活動を行ってもらいたいと考えている。
　また、折に触れ、ふるさと納税のPR
を行っており、全国各地の県人会に対
しても機会を捉えて積極的にPRしてい
きたい。

総務企画委員会

予算特別委員会総務企画分科会

Q子育て支援対策が全国トップレベル
にあるとの話を聞くが、実際に出生率の
向上には結びついていない。子育て支
援対策にはニーズの把握と予算の投入
が不可欠だと思うが、県としては、子育て
支援対策をどのように進めていくのか。

A国の人口減対策等の長期ビジョン
や県民等のニーズを踏まえ、結婚や子
育て支援等の少子化対策なども盛り込
んだ総合戦略等を来年度策定する予
定であり、国の子育て支援メニューや
県財政の状況なども踏まえながら、必
要な予算の確保に努めていきたい。

Q旧県立美術館の利活用を検討して
いく上で、現在の建物を再利用するの
か、あるいは解体するのかを明確にしな
いと、結論を出すことは難しい。県として
の基本的な考えはどうか。

A将来の県の財政状況や、人口減少
を勘案すると、今後県が新たな施設を
増やしていくことには否定的な考えを
持っている。再利用は、真に経費をか
ける価値と県民の要望があれば、県が
一部に参画し、秋田市と一緒に取り組
むことは考えられる。再利用目的で良い
ものがない場合は、モニュメントにする
か、解体することになる。

Q秋田県中小企業振興条例に基づく
推進体制として設置した「秋田県中小企
業振興委員会」等から意見を聴き、施策
の検証等を行うこととしているが、このよ
うな役割を担う委員会の位置付けについ
ては、条例で規定すべきではなかったか。

A中小企業者の意見は、同委員会も
含め、様々な機関や団体などから広く
聴いていくべきものと考えている。日頃
から、商工団体の関係者や個々の中小
企業者と直接会って話す機会を多く設
けており、その際も、中小企業振興条
例に基づく施策に関する質問や意見が
出されているほか、商工団体の総会に
出席した際には、会員企業の人たちの
声を聴いている。中小企業に関する情
報は、幅広く収集することが重要であ
り、得られた意見、要望等を今後の施
策に活かしていきたい。
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農林水産委員会
Q農産物の流通販売対策として、マー
ケット・インの視点で対策を強化していくと
のことだが、過去にも同じような議論を繰り
返し、県庁内の組織体制も見直してきた。
今後どのように強化していくつもりなのか。

A国の農政改革や農協改革により、
米だけでなく農産物全般にわたって、
これまで以上に産地間競争が激しくな
る。こうした状況を踏まえ、農産物に関
しては、農林水産部が中心となって生
産から流通販売まで一体的に取り組み
たい。今一度、マーケット・インの意識
に立ち返り、農業者やJA、行政がとも
に連携しながら、新たな販路の開拓な
ど流通販売対策を強化していきたい。

Q新たに「秋田牛」ブランドが誕生した
が、県内には従来からあるブランドも併存し
ている。他県のブランドに対抗し、首都圏
などで販売を伸ばしていくには、既存ブラン
ドを「秋田牛」へ統一し、販売ロットを確保
することが重要であると考えるがどうか。

A販売ロットを確保するために、既存
ブランドがオール秋田のブランドである
「秋田牛」に集約されていくよう、生産
者、関係機関とともに努力していきた
い。現在、素

も と

牛
う し

価格が高騰しており、肥
育農家は資金繰りなどで大変苦労して
いるため、肥育素牛の導入への支援な
ど生産基盤の拡大に対して、引き続き
支援していきたい。

Q農業経営の規模拡大等に必要な
農地の流動化を促進する「農地中間管
理総合対策事業」について、10月末時
点での借受け希望面積は、約1.2万ha
だったのに対し、貸出し希望面積は、約
1.2千haで大きな開きがある。この要因
は何か。この状況を解消するためにどの
ような対策を講じていくのか。

A経営規模の拡大という意欲を持っ
た受け手が、今後の拡大分をまとめて
申し込むため、借受け希望面積は大き
くなる傾向にある。一方、出し手は、所
有する農地のうち、今年度貸付を希望
する面積を申し込むことになるため、受
け手と出し手それぞれの希望面積に開
きが生じてしまう。全国的にも同様の状
況となっており、今後も様々な機会を捉
えて、制度を周知し、出し手の掘り起こ
しと受け手とのマッチングを進めたい。

予算特別委員会農林水産分科会

産業観光委員会 建設委員会

予算特別委員会産業観光分科会
Q早口発電所の大規模改良工事につ
いて、最新の発電設備を導入することで
発電出力が増え、固定価格買取制度の
活用により、売電収入の増加などが見
込まれるとのことだが、他の県営発電所
の改良については、どのように進めてい
くつもりか。

A現在、第Ⅲ期中期経営計画の策定
作業を行っているところであり、他の発
電所については、将来にわたっての収
支計画や投資シミュレーションの状況
を踏まえながら、検討していきたい。な
お、今回の早口発電所の全面改良は、
固定価格買取制度の適用を前提に進
めていくものであるが、今後の買取価
格の動向については、注意深く見守っ
ていく必要があると考えている。

Qあきた文化振興ビジョン（案）では、
「文化資源を地域づくりに活かす仕組み
づくり」や「文化活動を促進する環境整
備」など、県民や文化芸術団体が直接
推進することが困難な領域については、
行政が担うとしているが、具体的には、
どのような取組を考えているのか。

A行政が行う取組として、現時点で
は、伝統芸能の保存や担い手の育成、
地域伝統芸能全国大会など民俗芸能
を発表する場の提供、国民文化祭で行
われた県民参加事業の拡充などを考え
ている。あきた文化芸術振興月間を制
定し、多様な文化事業を集中的に展開
していくことも検討したい。

Q若者の離職対策について、県内の
高卒者における3年後の離職率は、4割
台という高い割合で推移している。この
離職者の中には、県外企業に転職する
若者もいると思われる。若者の県外流
出を防ぐためにも、県内での再就職に向
けた支援が重要と考えるがどうか。

A高卒者の3年後の離職率は、全国と
比較して高い状況が続いており、県として
も危機感を持っている。昨年度、県が実
施した調査によると、県外に進学した大
学生の約3割しか本県に戻ってこないと
いう状況もあり、就職支援などの離職者
対策と併せて、県内企業の魅力を広く周
知する取組のほか、中小企業振興条例
に基づく企業の経営力強化による雇用の
受け皿づくりなどに取り組んでいきたい。

Q県北地区広域汚泥処理施設の建
設及び維持管理等に関する事務を、能
代市、鹿角市（湯瀬浄化センター）、藤
里町、八峰町及び能代山本広域市町
村圏組合から受託することについて、大
館処理センター内に汚泥処理施設を設
置し、生活排水処理汚泥を集約処理す
るとしているが、どのような考えで汚泥を
燃料化しようとしているのか。
　また、燃料の販売については、どのよ
うに考えているのか。

A汚泥を燃料化することにより、価値
のある下水道資源の有効利用が図ら
れ、循環型社会の実現に貢献すること
ができるほか、限りある産業廃棄物処
分場の負担軽減にもつながると考えて
いる。
　また、販売先については、県内に発
電施設を有する事業者を想定してお
り、複数の事業者が関心を持っている
ところである。

Q土木関係建設コンサルタント業務、
測量業務及び地質調査業務に対する
優良業務表彰制度を創設する目的とし
て、技術者の育成・確保とあるが、既に
表彰制度が創設されている工事におい
ては、実際に技術者は増えていない。そ
の効果については懐疑的であるが、県と
しては、どのように考えているのか。
　また、委託業務の総合評価落札方式
においては、表彰されたことにより加点
されることになるのか。

A表彰制度だけで、技術者の育成・
確保ができるものではないが、表彰を
受けることにより業務に取り組むモチ
ベーションの向上や励みになり、定着
率向上などに間接的な効果があると考
えている。まずは、表彰のみを行うが、
総合評価落札方式の評価対象とするこ
とについては、状況を見ながら検討し
ていきたい。
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教育公安委員会
Q登山者の安全対策について、御嶽
山の噴火など自然災害の発生が見られる
中、安心して登山等を楽しむために、登
山者に対する登山届提出の啓

け い も う

蒙のほか、
どのような対策が行われているのか。

A県警ホームページや広報紙等によ
り、登山届の提出について呼びかけを
行っており、県警では、平成26年11月
末時点において、221件、3,831人分
の登山届を受理している。今後も様々
な機会を通して、登山届の提出と併せ
て、装備品の携行等についても周知す
るように努めていきたい。

Q旧県立美術館老朽度等調査の結果
について、今回の調査結果を受け、利活
用方策を検討している秋田市に情報提
供を行うとのことだが、秋田市以外に対
して情報提供を行うことはないのか。
　また、利活用方策別の改修に要する
概算額が示されているが、仮にモニュメン
トとして利活用した場合でも、建物を管
理するための維持費等が必要になると
思われるがどうか。

A旧県立美術館建物の老朽化や耐震
性等の調査結果及び利活用方策別の
改修に要する概算額については、これ
までの経緯を踏まえ、まずは、現在、利
活用の検討を依頼している秋田市に情
報提供を行いたいと考えている。
　また、モニュメントとして利活用する
場合には、建物内への入館はできない
が、建物の外観を含めた小破修繕をは
じめ、敷地内の管理等に要する費用が
かかると考えられる。

予算特別委員会教育公安分科会
Q交通安全施設整備・維持管理事
業の債務負担行為について、消雪期の
早い段階において、横断歩道や車両の
はみ出し禁止線等の再塗装を実施する
必要があるとのことだが、実施箇所はど
のようにして選定されるのか。
　また、再塗装は隔年などの形で、計画
的に実施されているのか。

A再塗装は、学校周辺の道路や、交
通量が多く消失の著しい主要幹線道路
の横断歩道を中心に毎年実施してい
る。その他の道路については、2〜5年
の間隔で定期的に実施している。

第三セクター等の経営に関する
調査特別委員会

　大関衛委員長が、12月19日の本会議において、
1年間にわたる調査の結果に基づき、県による指
導監督体制のあり方や県財政のリスクとなり得る
法人の今後の経営の方向性などについて、委員会
としての提言を行いました。

　委員会の概要

【設　置　期　間】平成25年12月20日〜
　　　　　　　　平成26年12月19日

【委　　員　　数】11人
【委員会開催回数】21回

　提言の要旨

【県による指導監督体制について】
◆ 第三セクターに対する指導監督体制について、総務部総務課の権限強化を

図り、第三セクターを所管する各課に対する指導的役割を発揮しながら、
それぞれの法人の「見直しの方向性」に応じた取組の具体的手段とスケ
ジュールを提示すること。

◆ 金利水準の低下による運用益の減少や公共事業の縮小といった、第三セク
ターの経営にとって大きな影響を与える事業環境の変化に対しては、県と
しての対応方針を明確に提示すること。

◆ 第三セクターの財務基盤の強化のため、会費収入や寄付の拡大に向け、県
の広報媒体を活用して各法人の活動のPR等に取り組むこと。

【県財政のリスクとなり得る法人について】
◆ 公益財団法人秋田県林業公社
　 高金利債務の解消に向けた協議を行うとともに、種々の事情の変化に応じ

て県が分収林事業の事業主体となることを選択できるよう、課題の整理や
対応策の検討を行うこと。また、木材価格や国の制度変更による長期収支
見通しへの影響や森林の生育状況を含めた分収林事業の実態をわかりやす
く情報発信すること。

◆ 秋田内陸縦貫鉄道株式会社
　 今後数年間で輸送人員の増加等の具体的な成果が確認できない場合は、路

線の廃止及び代替輸送手段の検討をすべきであり、路線存続の正念場とい
う強い危機感を地域で共有し、利用促進のための地域住民の意向把握や要
望の具体化、乗車運動の展開を進めるとともに、寄付による資金調達の拡
充や利用者への運賃助成を検討すること。

【県の関与に関して検討が必要な法人について】
◆ 秋田空港ターミナルビル株式会社
　 県の関与を継続するのであれば、県の意向を踏まえた取組への積極的な関

与を求めること。
◆ 株式会社秋田県分析化学センター
　 同業他社との公平な競争環境を確保する観点から、県保有株式の処分を進

めること。

【指定管理者制度の運用について】
◆  利用者からの料金収入のある施設の指定管理業務について、利用料金等の

設定における政策的配慮の有無や指定管理者の裁量の程度、施設の性格な
どを考慮の上、指定管理料の要否及び水準についての考え方を整理すること。

委 員 会　審 査 　から

大関委員長



�

県民との意見交換会　あなたの街
ま ち

で県議会
　県民との意見交換会「あなたの街で県議会」が、8月の秋田
市での開催に続き、10月29日に大館市立中央公民館、11月4
日に横手市ふれあいセンターかまくら館で、それぞれ開催さ
れました。
　大館市では約50人、横手市では約100人の人たちの参加が
ありました。
　開会に当たり、大館会場では鈴木洋一議員、横手会場では
鶴田有司議員が、開催地の地元議員の代表として、あいさつを
行い、各常任委員会及び特別委員会の委員長から、審査状況
等の報告が行われました。
　意見交換会では、県政に対する様々な意見、要望が出され、
出席した議員が、これまでの県との議論を踏まえての考え方や
現状を説明しました。

各会場における主な意見等の内容は、次のとおりです。

▪大館会場（大館市立中央公民館）

◦  電力会社による企業
のソーラー発電の買
取中止が発表された
が、今後の見通しと県
の対策はどうなって
いるのか。

◦ 地元企業や資源を活
用し、それを循環させ
るためにも、後継者育
成の取組が必要では
ないか。

◦ 内陸線は是非とも存
続してもらいたい。

◦ 女性の社会進出や管理
職登用の促進のため、
リーダー教育の取組を
進めてもらいたい。

◦ 秋田犬を観光の起爆剤の1つとしてはどうか。

▪横手会場（横手市ふれあいセンターかまくら館）

◦  塩分制限と喫煙対策
に、県ではどのような
取組をしているのか。

◦ 学力向上と雇用の場
確保の取組、ふるさと
教育の関係を説明し
てもらいたい。

◦ 園芸作物の設備更新
や冬場の暖房費に対
する補助制度につい
て検討できないか。

◦ 豪雪対策など、秋田型
地域支援システムの
取組を進めてもらい
たい。

◦ 高速道路、ふるさと
村、スポーツ施設の相
乗効果を考えたインフラ整備を検討してもらいたい。

意見交換会の模様

意見交換会の模様

鈴木洋一議員によるあいさつ

鶴田有司議員によるあいさつ

　11月11日に、東京都の都市センターホテルで「第14
回都道府県議会議員研究交流大会」が開催され、本県から
は10人の議員が参加しました。
　東京大学名誉教授の神野直彦氏による「地方自治体の将来
展望と都道府県議会の役割」を演題とした基調講演の後、5つ
の分科会に分かれて、意見交換を行いました。

■各分科会のテーマ

〈第1分科会〉「議会運営の改革」
〈第2分会会〉「議会の政策立案機能の強化」
〈第3分科会〉「行政チェック機能の強化」
〈第4分科会〉「住民との関係強化」
〈第5分科会〉「地方自治体の将来像と議会」

　10月28日に愛媛県で開催された第149回全国都道府県議
会議長会定例総会において、永年勤続功労者として次の議員
が表彰されました。

【在職20年以上】
大里祐一　　能登祐一
大野忠右エ門

【在職15年以上】
宮腰　誠　　武田英文
小田美恵子　土谷勝悦
川口　一　　大関　衛

　11月7日の本会議において、12人の議員で構成する決算特
別委員会が設置され、「平成25年度秋田県歳入歳出決算の認
定について」が付託されました。
　委員会では、予算が適正かつ効率的に執行されたかなど、
多角的な視点から審査が行われ、12月3日の本会議における
採決の結果、平成25年度決算は全会一致で認定されました。

　委　　員

【委 員 長】 大関　衛（自民党）
【副委員長】 土谷勝悦（新みらい）
【委　　員】 大里祐一（自民党）、渋谷正敏（自民党）、
 柴田正敏（自民党）、北林丈正（自民党）、
 菅原広二（自民党）、最上英嗣（自民党）、
 こだま祥子（新みらい）、石川ひとみ（社民党）、
 小原正晃（民主党）、東海林洋（いぶき）

　第14回都道府県議会議員研究交流大会

永年勤続功労者に9氏
〜全国都道府県議会議長会自治功労者表彰〜

決算特別委員会

議会
トピックス

Topics



12月議会

12月議会で可決され
た主な議案の内容は
次のとおりです。
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平成26年第2回定例会〈12月議会〉表決状況
【12月19日議決】

自　　民：自由民主党　　いぶき：いぶき
新みらい：新みらい　　　県　民：県民の声
社　　民：社会民主党　　公　明：公明党
民　　主：民主党　　　　

賛否欄
「○」：賛成　　「×」：反対　　「議」：議長
「欠」：欠席　　「棄」：棄権
「除」：除斥　　「－」：議場に不在

議
案
等

件　名
議
決
結
果

表
決
者
数

賛
成
者
数

反
対
者
数

自　民 新みらい 社　民 民　主 いぶき 県
民
公
明

最
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嗣

菅
原  
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孝
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工
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一
郎

加
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一
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藤  

賢
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郎

小
松  
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明

平
山  

晴
彦

柴
田  

正
敏

渋
谷  

正
敏

大
関  

衛

川
口  

一

小
田  

美
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武
田  

英
文

鶴
田  

有
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大
野  

忠
右
エ
門

能
登  

祐
一

大
里  

祐
一

佐
藤  

健
一
郎

鈴
木  

洋
一

北
林  

康
司

佐
藤  

正
一
郎

三
浦  

茂
人

渡
部   

英
治

三
浦  

英
一

こ
だ
ま  

祥
子

中
田  

潤

土
谷  

勝
悦

加
藤  

麻
里

石
川  

ひ
と
み

宮
腰  

誠

小
原  

正
晃

沼
谷  

純

虻
川  

信
一

丸
の
内  

く
る
み

東
海
林  

洋

瀬
田
川  

栄
一

田
口  

聡

知
事
提
出

平成26年度秋田県一般会計補正予算
（第5号）

原
案
可
決

42 39 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○

県議会議員の議員報酬等に関する条
例の一部を改正する条例案

原
案
可
決

42 32 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ × × × × × × × ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○

知事等の給与および旅費に関する条
例の一部を改正する条例案

原
案
可
決

42 39 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○

議
員
提
出

秋田県議会議員の政治倫理に関する
条例案

否
決42 10 32 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 議 × × × × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

請
願

専ら被保険者の利益のための年金
積立金の安全かつ確実な運用に関す
る意見書の提出について

不
採
択

42 15 27 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 議 × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

※上記以外の議案等については全会一致で可決されました。詳細については議会ホームページをご覧下さい。

議会開会予定のご案内

【平成27年第1回定例会2月議会】
2月9日（月）〜3月12日（木）

※ 現時点での予定であり、変更される場合があ
ります。変更内容は随時、議会ホームページ
でご案内しています。

知事提出議案

◎平成26年度秋田県一般会計補正予算
・一般会計の補正額 22億3,727万円
・補正後の額 6,154億4,153万円
・前年度12月補正後予算との対比 0.2％減
・補正予算の主な事業
　 在宅医療推進支援事業の拡充、地域医療

介護総合確保基金積立金、農地中間管理
総合対策事業、あきた安全安心住まい推
進事業（「秋田スギの家」づくり普及推進）、
緊急雇用創出等臨時対策基金事業、衆議
院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審
査費

　 ※沼谷純議員が、先の総選挙における民
意や現下の本県経済情勢を勘案すれば、今
やるべきことは、知事や県議会議員の所得
引上げではなく、県民所得を引き上げるこ
とであり、また、そのために限られた財源
を最大限効果的・効率的に振り向けること
である等として、関連する条例案や補正予
算について、反対討論を行いました。採決
の結果、賛成多数で可決されました。

◎秋田県人事委員会の委員の選任
   佐々木誠氏（新任）について同意

◎秋田県教育委員会の委員の任命
   岩佐信宏氏（新任）について同意

◎秋田県地域医療介護総合確保基金条例
　 地域において効率的かつ質の高い医療提

供体制を構築するとともに地域包括ケア
システムを構築することを通じ、地域にお
ける医療及び介護の総合的な確保を促進
し、もって高齢者をはじめとする県民の健
康の保持及び福祉の増進を図り、併せて
県民が生きがいを持ち、健康で安らかな
生活を営むことができる地域社会の形成
に資するため、基金を設置します。

意見書

◆法務局の増員に関する意見書
◆ 介護報酬の引下げに反対し、介護職員の

処遇改善を求める意見書
◆ 米の需給と稲作経営の安定に向けた対策

の充実を求める意見書
◆農協改革に関する意見書
◆ 山村振興法の延長と森林・林業基本計画

の推進を求める意見書
◆40人学級の復活に反対する意見書

請　願

◆ 法務局の増員に関する意見書の提出につ
いて

◆ 介護報酬削減の絶対阻止と処遇改善の拡
充に関する請願について

◆ 米の需給安定対策に関する意見書の提出
について

◆農協改革に関する意見書の提出について

議会運営委員の選任

山内梅良議員（日本共産党）の議員辞職に伴
い、瀬田川栄一議員（県民の声）が新たに議
会運営委員に選任されました。

議会からのお知らせ

【�平成26年度補正予算案や地域医療介護総合確保基金条例等を可決】
　平成26年第2回定例会12月議会が、11月27日から12月19日までの日程で開催されました。
　初日の本会議では、知事から、衆議院解散に伴う選挙等に要する経費のほか、地域医療介護総合確保基金の創設など地
域における医療・介護の充実に向けた事業や「第2期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく事業、経済・雇用対策等を計
上した一般会計補正予算案などについての説明が行われました。

　一般質問では12人の議員が、地方創生、農業問題、人口減少対策、高齢者福祉への取組などについて、県当局の説明を求めました。
　関係議案等は、本会議での採決の結果、補正予算案など37件（予算案6件、条例案11件、その他14件、意見書案6件）が原案どおり可決、
決算1件が認定、人事案2件が同意、請願4件が採択されました。
  これをもって、第2回定例会は、9月5日から12月19日までの106日間の会期を終え、閉会しました。

12月議会


